
承認日：令和４年５月２４日 

調査計画全文 

１ 調査の名称（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

 容器包装利用・製造等実態調査 

２ 調査の目的 

容器包装の利用・製造等の実態を把握し、再商品化義務量策定のための数値等を算出するための基礎デー

タを得ることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第112号。いわゆる「容器

包装リサイクル法」）に基づき再商品化の実施を義務付けられた種類（ガラス製容器（無色、茶色及び

その他の色）、ＰＥＴボトル、プラスチック製容器包装、紙製容器包装）について、再商品化義務が課

せられている産業（日本標準産業分類に掲げる大分類「農業，林業」、「漁業」、「製造業」及び「卸

売業，小売業」並びに中分類「飲食店」及び「持ち帰り・配達飲食サービス業」）に属する企業又は事

業体（以下「事業体」という。） 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

約37,000社〔経済産業省所管 ： 約19,000 農林水産省所管 ： 約18,000〕 

（母集団の大きさ：約2,700,000件） 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(■全数階層あり) ■有意抽出） 

 選定に当たっての母集団名簿は、事業所母集団データベース、農林業センサス及び漁業センサスを用

いる。報告者となる事業体の選定については、業種別・資本金又は販売額の規模別に大規模、中規模、

小規模に区分した上で、以下のように行う（詳細は別添１の「標本設計に関する資料」を参照）。 

① 容器包装の種類別用途別の利用・製造等において、その回答が欠けていた場合に拡大推計の精

度・結果が低下すると考えられる業種・規模区分に属する事業体については、全数を報告者と



する。 

② 前年度の調査において、容器包装の種類別用途別の利用・製造等が特に大規模（利用量上位20

社及び製造量上位10社）であって、その回答が欠けていた場合に拡大推計の精度・結果が低下

すると考えられる事業体を「大手事業者」として抽出する。

③ 業種別・規模別の必要数から①及び②で選定した事業体を差し引いた数を母集団名簿から無作

為抽出する。 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添２の調査票を参照） 

〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 

・法人番号は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いるもので

あり、集計は行わない。

ア 「容器包装利用・製造等実態調査票」（容器包装の利用・製造等を行っている事業者が回答）

① 容器包装利用・製造等の有無

② 企業名等

③ 法人番号

④ 従業員数

⑤ 総販売額

⑥ 業務の内容とその販売額

⑦ 容器包装の利用又は製造等の形態

⑧ 容器包装の利用の量及び販売額（利用事業者・製造等事業者別（業種、容器包装の種類、容器包装利

用商品販売額、輸出品利用量、国内利用量、自主回収認定容器利用量、容器包装利用量、自主回収認定

容器分を除く容器包装回収量、うち業務用出荷容器包装量））

⑨ 容器の製造等の量及び販売額（出荷対象業種、容器の販売額、国内出荷量、回収容器量、うち業務用

出荷容器量）

イ 「簡易回答票」（容器包装の利用・製造等を行っていない事業者が回答）

① 企業名等

② 法人番号

③ 従業員数

④ 総販売額

⑤ 業務の内容とその販売額

（２）基準となる期日又は期間 



調査実施年の前年の１年間（４～３月） 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

・配布：経済産業省、農林水産省－民間事業者－報告者

・取集：（郵送）報告者－経済産業省、農林水産省

  （オンライン）報告者－経済産業省 

  （FAX）報告者－民間事業者 

民間事業者は、調査票の発送、疑義照会、督促を行う。 

（２）調査方法 

■郵送調査 ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メール）

□調査員調査 ■その他（FAX）

〔調査方法の概要〕 

① 経済産業省及び農林水産省から調査事務を受託した民間事業者から調査票を郵送する。その際、郵

送又はオンラインで回答ができる旨を教示するとともに、その際のＩＤ番号も伝える。簡易回答票

については、FAXでの回答も可能である旨を記載する。

②－１ 報告者は、郵送で回答する場合には、返信用封筒に記入済み調査票を同封して、経済産業省又

は農林水産省に提出する。 

②－２ 報告者は、オンラインで回答する場合には、電子申請（e-Gov電子政府の総合窓口）により、調

査票の記入及び提出手続を行う。 

②－３ 報告者は、簡易回答票をFAXで回答する場合には、簡易回答票を民間事業者にFAXで提出する。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ）

  （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：    年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

毎年５～６月 

８ 集計事項 

別添３の集計事項一覧を参照 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 



（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

調査結果をインターネット（e-Stat並びに経済産業省及び農林水産省のホームページ）により公表 

（３）公表の期日 

調査実施年の９月中目途 

10 使用する統計基準等 

■使用する→■日本標準産業分類 □日本標準職業分類 ■その他（日本標準産業分類の「飲食店、持ち帰

り・配達飲食サービス業」を外食産業と表記。また、農林業センサスの法人でない経営体を農家・林家

と、法人である経営体を農事組合法人とそれぞれ表記するほか、漁業センサスの経営体を漁家と表記）

□使用しない

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

・記入済み調査票：１年保存

・調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：常用

（２）保存責任者 

経済産業省産業技術環境局資源循環経済課長 

農林水産省大臣官房統計部長 

























別添２

【業種別】

１．

・ガラスびん・ＰＥＴボトル

・紙製・プラスチック製容器包装

２．容器利用商品販売額・容器販売額

・ガラスびん・ＰＥＴボトル

・紙製・プラスチック製容器包装

３．容器包装利用量（容器利用事業者）

・ガラスびん・ＰＥＴボトル

・紙製・プラスチック製容器包装

４．自ら回収する容器包装量（容器利用事業者）

・ガラスびん・ＰＥＴボトル

・紙製・プラスチック製容器包装

５．容器製造等量（容器製造等事業者）

・ガラスびん・ＰＥＴボトル

・紙製・プラスチック製容器包装

６．自ら回収する容器量（容器製造等事業者）

・ガラスびん・ＰＥＴボトル

・紙製・プラスチック製容器包装

７．容器包装廃棄物排出見込量

・ガラスびん・ＰＥＴボトル

・紙製・プラスチック製容器包装

集計事項

特定容器・特定包装を利用する事業者の排出見込量の比率及び特定
容器を製造等する事業者の排出見込量の比率



「容器包装利用・製造等実態調査」の必要性について

令和４年３月１４日

経済産業省産業技術環境局資源循環経済課

１．調査の目的・必要性

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第 112号。

以下「容器包装リサイクル法」という。）に基づき、特定事業者（特定容器利用事業者、

特定容器製造事業者、特定包装利用事業者）は、毎年度、主務省令で定める方法により算

定される再商品化義務量の再商品化をすることが義務づけられている。具体的には、容器

包装リサイクル法第 11 条～第 13 条までの規定に基づき、特定事業者の再商品化義務量

の算定に係る量、比率等を主務大臣が定めることとされている。そのため、個々の特定事

業者が再商品化義務量を算定するための手法を提示する必要がある。

当該調査は、この量、比率等を定めるために製品・容器包装の流通経路、容器包装の種

類に応じた利用量、製造量、販売額等のデータを収集することを目的としている。

なお、量、比率等は、毎年秋の産業構造審議会において、関係者の意見聴取等を経て、

所要の規定改正及び官報告示を行うこととなる。




